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前回の「施策の検討」では、田園情報社会の構

築課程を３つの段階（「基本的な施策」「地域の魅

力づくりのための施策」「都市からの人の移動を

促す施策」）に分け、各種施策の検討を試みた。

特に第二段階の「地域の魅力づくりのための施

策」では、「リチャージパーク」「人材活用特区」

「情報スタンド」「ｅボランティア」など、具体的

なアイデアを提示した。

こうした議論を受け、最終回の本稿では、実現

のために必要な制度についての議論を行いたい。

ここでは、制度を検討するにあたっての課題抽出、

利用可能な既存の制度との関わりの明確化を行い、

最後に、田園情報社会が成立した際の人々の姿を

具体的に描いていく。

５　実現に向けた課題

「田園情報社会」の実現のためには、乗り越え

なければならない課題が多数存在する。

� 中央と地方の対峙

田園情報社会の具現化にあたっては、トップダ

ウンによる中央からの発想と、ボトムアップであ

る地方からの発想のバランスを検討し、そのビ

ジョンとアプローチについて国民の理解を得る

必要がある。と同時に、失われた１０年を克服し、

新しい１０年を創造する「覚悟」と「共通認識」を

作り上げることが求められる。

しかし、現時点では中央と地方の意識には大き

な隔たりがあり、田園情報社会構想に対する考え

方にも温度差が存在する。

①中央からの問題提起

「選択と集中」に邁進してきた中央からは、田

園情報社会構想に対して、以下のような反応が

返ってくることが予想できる。

・過剰援助

ナショナルミニマムを無視することは出来ない

が、それ以上のものについては、自助努力が必要
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である。政府（中央官庁）主導による国土の発展

にこそ御上の発想的な問題が横たわる。

地方の再生のためには、地方の住人自らが危機

意識を持って立ち上がらなければならないという

自負が必要だ。

・ハイリスク・ハイリターン

衰退する地方はそのままいったん衰退させても

良い。これ以上の負担はごめんだ。努力した者、

リスクをとった者のみが報われるべきだ。

・効率性の阻害

中央での一極集中が中途半端な状況にあること

こそが、日本の競争力を阻害してきた元凶である。

したがって、田園情報社会構想は構造改革の逆行

を意味するのではないか。

ただし、地方への人材の流出には反対しない。

・従来の制度との差別化

田園情報社会構想はこれまでの様々な「地域開

発・企業誘致」に関わる諸制度と何が異なるのか。

従来通りのバラマキが行われるだけではないか。

・中央による選択可能性

中央から吸い上げられた資金が地方へと分配さ

れるのならば、せめて都市生活者が自分の選んだ

自治体に資金を集中できるようにして欲しい。

②地方による問題提起

一方、効率的になり得ない部分も含め、中央を

支えてきたというスタンスをとる地方の主張とし

ては、以下のようなものが挙げられる。

・見えざるサポート

中央や強い「個」は自分一人の力で生き抜いて

きたのか。それを支えるものや先人の努力に応え

る必要があるのではないか。

・貨幣価値の否定

効率性、貨幣価値のみが絶対的な価値観ではな

い。閉塞感の漂う中央よりも伸び伸びと、再生に

向けチャレンジをしている事例も見受けられる。

・多価値軸の構築

中央だけがそんなにすごいのか。東京を見上げ、

追いつこうとするのではなく、地方の良さを認め、

伸ばしていける多価値軸を作り上げる必要がある。

・安心感、セフティーネット

強いと言われる「個」でも、いつかは衰退して

いく。そのとき、敗者として切り捨てられてよい

のか。弱者でもそれなりに生活していける環境を

つくり、国民全体としての安心感を醸成する必要

がある。

・中央の中の地方

中央の中にも地方の側面が存在するのではない

だろうか。すべてを中央として括ってしまうと、

落とし穴にはまる可能性がある。

③対峙の構図

以上のように、中央からの主張は、中央集権の

強化を目指す「中央の強気論」と、若干トーンを

落として、少なくとも地方の一部の不効率は淘汰

すべきだと主張する「中央の弱気論」とに分類す

ることができる。

一方、地方の主張も２つに分類することができ

る。ひとつは、中央への一極集中を是正し、行政

や経済の中心を自然環境の整った別々の地方に移

せば、第二第三の中央を作り出す作業が従来の日

本の競争力を復活させる原動力になりうるという

「地方の強気論」である。その代表例は遷都の議
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論であろう。が、遷都した先が新たな中央として

君臨するならば、中央と地方の対峙は永久に解消

されず、引っ越しに伴う非効率性のみが残るとい

うリスクも存在する。

その対立軸となるのが、地方は過去も現在も未

来も、中央に対し多くの人材や資源を直接的、間

接的に供給しており、過度の切り捨ては容認でき

ないという「地方の弱気論」である（図表４３）。

こうした議論では、貴重な人材は固定されたも

のという前提のもと、人材の奪い合いや人材を人

質にしたインフラ整備のための戦略論に終始して

しまう。

これに対し、「田園情報社会」構想は、人材自

らが地域間を移動する意志を持ち、個人が自己責

任下で一定のリスクをとることを前提にしている。

スキルを有する人材が適材適所で一定期間滞在し、

ビジネスや文化を生み出すための「場」を政府や

自治体から供給されるべきであるという発想の転

換を促すものである。

こうしたスタンスに立てば、中央にこだわり、

中央に住み続ける人材を無理矢理地方に移動させ

る必然性もなく、地方の人材を中央並みに働かせ

る必要性も存在しない。個々がそれぞれの人生計

画や家族構成に合わせ、中央か地方かをその時々

に選択すればよいのである。

� 負のスパイラル

田園情報社会の実現のために克服しなければな

らない課題の２つめは、これまでの地域開発・企

業誘致制度の多くが陥っていた負のスパイラルか

（図表４３）中央と地方の対峙
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らの脱却である。

①地域開発制度

地方自治体が各種地域開発法に基づき条例を定

めている地域開発制度は、図表４４に示す通りであ

る。企業立地に関する法体系は、対象となる地域

の規模に応じて、全国法、ブロック法、個別地方

法に分類されており、次々と新たな法律が制定さ

れてきた。

また、時代を追って変化するニーズに対応する

べく、改訂されたものもある。例えば、個別地方

法の「新事業創出促進法」はテクノポリス法およ

び頭脳立地法（特定１６業種：自然科学研究業、情

報処理サービス業、ソフトウェア業、デザイン業、

機械建設業、情報提供サービス業、産業用設備洗

浄業、非破壊検査業、広告代理業、ディスプレイ

業、総合リース業、産業用機器器具賃貸業、事務

用機器器具賃貸業、機械修理業、経営コンサルタ

ント業、エンジニアリング業を定め、集中的に育

成することを目指した）を廃止し、発展的に移行

したものである。

・ミニ東京の二つの弊害

これら地域開発制度は、首都である東京を中心

とする太平洋ベルト地帯への過度の集中を是正し、

地域の均衡ある発展を図るため、工業再配置促進

法（１９７２年）などを皮切りに制定されてきた。し

かし、その意図するものは、先に幸せに到達した

「東京」の成功体験を模倣し、似たような「ミニ

東京」を育成することに他ならない。

こうしたアプローチには、構造的に２つのブ

レーキが存在することになる。

ひとつは、人材の中央集権的な動きである。

どんなに地方がミニ東京を目指しても、都会に

は、地方で十分な資産、ポジションを得られない

「志ある人」が一旗揚げに来るという原動力が存

在する。こうした人達の間には、必ずしも中央に

対する漠然とした憧れがあるわけではないが、一

方で結果として「地方を後にする」という「脱地

方」の行為がある。

一方、地方に残る「名士」のなかでは、中央の

良いところだけを模倣し、過度に効率的な部分は

排除しようという考えが支配的になる。地方には

（図表４４）地方開発制度の法体系

出所：地域別対日投資環境ガイドブック１９９９年　JTETRO

【全国法】 国土総合開発法（１９５０年）、多極分散型国土形成促進法（１９８８年）、国土計画利用法（１９７４年）

【ブロック法】

大都市圏：首都圏整備法（１９５６年）、近畿圏整備法（１９６３年）、中部圏開発整備法（１９７６年）
地 方 圏：北海道開発法（１９５０年）、東北開発促進法（１９５７年）、北陸地方開発促進法（１９６０年）、

中国地方開発促進法（１９６０年）、九州地方開発促進法（１９５９年）、沖縄振興開発特別措
置法（１９７１年）

【個別地方法】

産業振興：低開発地域工業開発促進法（１９６１年）、新産業都市建設法（１９６２年）、工業整備特別地
域促進法（１９６４年）、農村地域工業等導入促進法（１９７１年）、工業再配置促進法（１９７２
年）、高度技術工業集積地域開発法（１９８３年）、総合保養地整備法（１９８７年）、地域産業
の高度化に寄与する特定事業の集積の促進に関する法律（１９８８年）、特定産業集積の整
備の促進に関する特別措置法（１９９１年）、輸入の促進及び対内投資事業の円滑化に関す
る臨時措置法（１９９２年）、特定産業集積の活性化に関する臨時措置法（１９９７年）、新事
業創出促進法（１９９８年）

特別地域振興：離島振興法（１９５３年）、産炭地域振興臨時措置法（１９６１年）、
半島振興法（１９８５年）、過疎地域活性化特別措置法（１９９０年）
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地方の豊かさがあるという意味では誤りではない

のだが、それではすべてを模倣してこそのミニ東

京にはなることができない。さらに、中央で成功

しつつも、密度が濃すぎる都会の住み難さに辟易

とし、「脱中央」「地方の良さ」を求めるＵターン、

Ｉターン組により、地方らしさを残してもらいた

いという新たなブレーキがかかることになる。

結果、地方が十分に中央の良さを利用し、中央

で成功した人材とのコラボレーションを構築する

ことができないという、曖昧な構造が残ってしま

うのである。

・アジアの中心、世界の中心という発想

本来、競争の原理からすれば、地方は中央から

の企業誘致を目指したマーケティングを展開する

べきなのだが、中央を意識するあまり、中央より

も優秀で、アジアで突出した地方自治体になろう

というビジョンを描いてしまうことが多い。地方

自治体が作成したパンフレットでは、自分を中心

に、アジアの主要都市を結ぶ同心円が描かれた地

図をよく目にするのも、その現れである。一方で

何の根拠をもって、はるばる企業が地方まで来て

くれるのかという視点に欠けていることが多い。

実際には、当面の目標としてアジアの工業地帯

が存在するのであり、それらとの競争に勝ちうる

だけの競争優位（人、モノ、カネ、技術、デザイ

ン、情報、文化、手続きの自動化などのインフラ）

が備わっていなければ、中心になるどころではな

いのである。

ところがこれまでは、「日本を代表する東京が

過密ならば、次善の策として地方に進出するに違

いない」というロジックのみで地域開発制度が体

系化されてきたきらいがある。

さて、こうしてできた地域産業振興制度につい

て、代表的な企業誘致優遇政策を図表４５に列記し

た。

地方自治体では、こうした産業振興策の実施と

ともに、優遇税制措置として、固定資産税の免除、

不動産取得税の免除、事業税の免除などを行うと

ともに、財務支援措置として、補助金・助成金の

供与、低金利融資・利子補給などを行っている。

たしかに、アジアなど諸外国の各種インフラに

は割安感があり、国内の多くの企業がアジア諸国

（図表４５）自治体の企業誘致優遇政策

出所：地域別対日投資環境ガイドブック１９９９年　JTETRO

産　業　振　興　策 目　　　　　　　　　　的

輸入促進地域（FAZ）
空港や港湾周辺部における輸入促進関連事業の集積による輸入促進輸入品加
工組立工場、共同物流の卸センター、展示場、関連施設などの設置１７都道府
県５政令都市

リサーチコア 研究開発、人材育成、ベンチャービジネス支援

テクノポリス（高度技術工業集積都市） 先端技術産業、学術研究機関、住環境の有機的結合

リサーチパーク（ハイテクパーク、
サイエンスパーク、ビジネスパーク）

ハイテク産業の導入による地場産業の高度化

頭脳立地 ソフトウェア、情報、サービス業の立地

工業団地 ９６０ヶ所。立地企業数７５３１社。分譲率４８．３％



に移転するなか、アジアと同等の競争条件を確保

するために各種優遇制度を設けることの意義は大

きい。しかし、実際には、市場が成熟し、単純労

働に対する国民の拒絶感も強く、アジアならびに

諸外国への移転による空洞化は回避しようがない

のが現状である。

この時、国内の地方自治体でナレッジワーカー

を養成することが欠かせないという解答が誤って

導き出されることがあるが、たとえ高収入を約束

されたナレッジワーカーが地方で養成できたとし

ても、彼らが地方に留まってくれる補償はどこに

もない。アジアでIT技術者を多く排出する中国

やインドにおいてでさえ、多くの優秀な後継者を

継続的に育成できるのは、先輩達同様、米国など

の先進国に向け出国し、莫大な資金を稼げるから

である。そういう意味では、ナレッジワーカーの

賃金は上昇し、欧米並の水準に近づいており、イ

ンドや中国に行けば、割安で優秀な技術者を数多

く獲得できると考えるのは、市場原理に反するこ

とを明確に認識すべきであろう。

こうしたことの反省を踏まえ、田園情報都市で

は、初期段階では、中央の技術者が欲する最低限

のインフラのみを整備し、人材の移動により付加

価値が生まれるような地域産業振興制度の整備が

欠かせないと考えている。

②産学官連携

地方での産業育成、起業を促進することから産

学官連携への可能性が見直されている。特に、

「学」が教育機能から市場創造機能へシフトする

ことで地方拠点を再編する動きが加速している。

産学官連携は、「教育機能」「交流機能」「ナ

レッジ拠点」「実践」と段階を踏んで、機能が高

度化する（図表４６）。

・教育機能

高等教育の強化、社会人向け大学院の創設、社

会人の招聘による実践型カリキュラムの構築、大

学院大学の創設、大学間の単位交換による大学連

合の誕生などが挙げられる。

・交流機能

冊子配布や地方の有力企業の先端技術、ニッチ

技術の紹介、各種技術交流会の開催、会員制の限

定型交流組織の運営、インターンシップ制度の導

入や事業立ち上げによる学生と企業の橋渡しなど

が挙げられる。

・ナレッジ拠点

学内企業による起業、会員企業への仲介事業、

海外企業への技術移転事業、ハイテク拠点（シリ

コンバレー型研究開発拠点）の整備、各種遠隔事

業の立ち上げ、大学院大学による専門家養成、各

種ビジネスプランの作成支援などが挙げられる。

・実践

映画産業、アニメ産業、電気自動車産業などナ

レッジ集積型産業の立ち上げ、レンタルラボ・

賃貸工場の運営、営業機能の民間へのアウトソー

シングなどが挙げられる。

産学官の連携については、これまでの教育や自

主研究を中心としたニッチの存在意義へのこだわ

りから、市場創造、応用製品による起業へと体質

改善中であることは評価できる。しかし、一方で、

知的所有権の有効活用が十分になされていない現

状を改善するという側面からの発想が強く、「産」

の代わりに「学」がイニシアチブを取った場合の

市場創造の可能性を模索しているに過ぎない。

本来、十分に効率的な市場であるならば、あえ

て連携しなくても、期待リターンが得られる分野
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へは自然と資金が集まり、リスクを分散した上で、

大きなリターンを得ようとするものである。

もうひとつ指摘したい問題は、「産」で成功を

納めて「学」へと駒を進める傾向が理科系技術

者・研究者のモチベーションの中には強い点であ

る。マズローの欲求階層説に従えば、弟子を取り、

自らの成功体験を後生に伝え、感動を共有し、人

に尊敬されたいという欲求に支配されることにな

る。

この時、「産」で成功した個人に対し、十分に

「産」が礼を尽くしていないと、この個人が「学」

に移動した後に、新たな「産」を別途立ち上げる

可能性が高い。その場合、もともと所属していた

「産」との間で摩擦を起こさないかという懸念が

残ることになる。

こうした産学官での軋轢を経験した「産」には

「学」的な機能が含まれるであろうし、今の「学」

が「産」の良さを吸収すれば、きわめて「産」に

近い形の「学」が誕生する可能性もある。

そういう意味では、産学官連携は、異なるいく

つかの連合体が相互に競争する市場、社会の登場

を待つまでは十分な成果は期待できない１）。

（図表４６）産官学連携による産業育成

市場創造�

地域集積（現地進出）�
ネットワーク構築�
（遠隔操作）�

起業家育成�

ビジネスプラン作成�

レンタルラボ、賃貸工場�

創業まで施術、知識伝授�

学内企業�

ハイテク拠点�

遠隔事業�

社会人大学院�

専門家養成大学院�

インターシップ事業�

技術交流会�

冊子配布・紹介�

テーマ限定�

海外企業に移転�

減税�

商店街HP

企業情報HP

アニメ産業�

映画産業�

ナレッジ拠点�

交流�

実践�

教育�

映像関連産業育成�

電気自動車産業�

交流ゾーン工業団地�

会員制交流組織�

会員企業への仲介事業�

営業の民間委託�

大学内R＆D施設�

１）ただし、シリコンバレーでの「学」におけるイニシアチブの発揮を参考にする場合には、「学」の周辺に多くの個人商店的
な技術者工房が誕生し、ナレッジのワンストップ化が完成することによって得られるパフォーマンスに意義がある。そういう
意味では、産官学を意識し、「学」に特化した田園情報都市が出現する可能性は高いだろう。
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いずれのシナリオを採用するにしても、個人が

十分に移動できる田園情報社会のフレームを提供

し、それぞれのフレームのなかで、契約社会に基

づきナレッジを共有するシステムを作り上げるこ

とが重要となろう。

③地方選別時代の到来

さらに、市場原理に基づき、一定規模以下の地

方が選別される時代が間近に迫っている。やる気

のある地方が復活する一方で、何もしなかった地

方は破綻する時代である。

中央と地方の関係は大きく５つの時代に分類す

ることができる（図表４７）。

ａ）人材提供の時代（～９０年）

右肩上がりの高度成長期までは、「地方が中央

を支える時代」であったと言ってもよい。様々な

人材が中央に上京し、ふるいにかけられつつ自ら

の居場所を見つけ、事業を興し、やがて成功者と

して故郷に錦を飾ることを是としていた。

ｂ）地方活性化の時代（～２０００年）

地方に錦を飾る者とＵターン、Ｉターンが結び

つき、地方活性化を模索する時代が幾度となく地

方ブームを生んできた。東京並のインフラを整備

し、ミニ東京を目指し、いつか追いつき追い越す

ことが戦略の要でもあった。が、地方自治の最大

の制約でもあり課題でもある「制度は作るが営業

努力は民間の責任」という大義名分により、すべ

ての自治体が目覚ましい成果を得たとは言い難い。

ｃ）海外製造拠点との競合・競争の時代（～２００５年）

海外市場と比較した場合の地方の高コスト体質

は、中央の地方離れを加速し、日本の空洞化を生

み出してきた。当初は単純労働を必要とする簡易

加工分野のみだったが、やがて高密度製品に移行

し、最近は最先端の戦略商品までもが当初から海

外製造拠点で組み立て加工され、日本に再輸入さ

れる傾向が強まってきている。

（図表４７） 地方選別の時代への推移

破綻する地方が出てくる�

やる気のある地方のみが復活�

中央ではない価値観�地方の人材が�
地方を引っ張る�

地方には地方の生活�
（現実性）が横たわる�

そのまま中央に留まる人�

支援するから�
意志を示すべきだ�

それぞれの地方との位置関係は一律ではない�

様々な活性化策�

目指せミニ東京�

過疎化の進展�

過渡期�
時間�

　高度成長時代　　　　　　　　　　２００１年� ２０１０年　　差別化と個性化の時代�

中央�

成功者として故郷に錦を飾る�

地方�

人材�

上京�

地方が中央を�
支える時代�

インセンティブのみ提供�

箱モノは作ったが�

営業は民間努力�

消費市場がなく（作れず）衰退�



ｄ）地方自治体破綻の時代（～２０１０年）

さて、２１世紀を迎え、地方自治体のいくつかで

は、高齢化、過疎化傾向が強まり、やがて財政難

に陥って破綻する地方も出てくる可能性が強い。

ｅ）選別と差別化の時代（２０１０年～）

こうしたことを繰り返し、いわば、中央と地方

の間に一定の緊張感が存在するようになる。結果、

中央はコラボレート（相乗効果を発揮）できる地

方自治体のみに限りある資源を集中投資し、やる

気のある地方のみが生き残ることになる。

この時、中央からは「中央にない価値観」、地

方からは「地方を引っ張ることのできるリーダー

シップによる舵取り」への期待が高まる。

ただし、こうしたことの実現には、地方に横た

わる「保守性」や「中央的な生き方への憧れ」か

らの脱皮が不可欠である。

� 政府への期待

こうした課題を乗り越え、実効性の高い地域活

性化、企業誘致制度を確立するためには、戦略的

思考を心がけることが不可欠である。

特に田園情報社会の実現に際しては、中長期的

なビジョンに基づき、中央政府（省庁）間、地方

政府（自治体）間を跨いだ過去の経緯にとらわれ

ない創意工夫が求められる。

①中央政府

スリム化を目指した省庁再編により一府十二省

庁体制が動き出すなか、省庁間の連携による機能

の高度化が求められる。例えば、以下に示すよう

な尺度により、自らがこれまで実施してきた政策

を見直すことが望まれる。

・地方の自由な活動を阻害する各種要因の除去。

・旧来から漫然と続けられている各種サポート

サービスの見直しと無駄の排除。

・既に整備したインフラのうち十分に活かされて

いないものの有効活用の再検討（リエンジニア

リング）。

・各種申請手続きのための書類入手、提出が中央

のみにて完結する体制の改善。

・手続きのステップの多さ、複雑な承認経路を回

覧されることによりかかる時間の短縮。

・地方自治体あるいは企業が自由な発想を活発化

できるような雰囲気、下地作り。

②地方自治体

地方自治体が田園情報都市に生まれ変わるため

の体質改善としては、次のことが望まれる。

ａ）箱モノ行政からの脱却

ハードインフラではなく、ソフトインフラの時

代が到来している。特に近年、構築した組織の運

営方法、効果的な付加価値情報の伝達、こうした

組織を運営する人材の確保、さらには後継人材の

育成が注目されている。

とは言うものの、いまだにむやみやたらと中央

と同じもの（橋、ドーム型球場など）を欲しがる

傾向が強いのも事実である。しかし、たとえハー

ドインフラを整備するとしても、単に整備に明け

暮れるのではなく、その後の利用方法や利用頻度

などを十分に検討する必要がある。また、大規模

インフラには、一定のメンテナンス費用が必要な

ことを意識することが重要である。

ｂ）市場原理の導入

均等なバラマキではなく、地域の特性、市場

ニーズを踏まえ、テーラーメードの施策を実施

する必要がある。

また、地域が独自に考案した新規市場の創造に

おいて、自由闊達な競争を阻害しないための環境

の整備（法規制の撤廃）が求められる。
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この時、既存産業の保護育成を前提とするのか、

新規事業を優先的に育成するのかの判断（リスク

テーク）を地方自治体に任せることが重要になる。

ｃ）マーケティングマインド

地方自治体は、自らが企画実行したプランと類

似するプランが第二第三の自治体から誕生するこ

とを想定し、対策を講じる必要がある。いったん

企画が成功すれば、それを模倣し、追従する自治

体が現れることは自明であり、競合自治体との差

別化戦略（競争優位を持続できるだけのキラーコ

ンテンツ、各種データベースの構築など）となる

次の一手を用意しておくことが重要となる。

ｄ）リスクテーク

フレームだけをつくり、あとは企業努力（利潤

追求者の自己責任）という開発姿勢を是正し、自

治体の目指す方向性と合致する特別プロジェクト

等へは積極的に参加し、リスクをとることが必要

である。

そのためにも、職員の数年毎の転勤システムを

改善し、じっくりとひとつのプロジェクトを実施

できる状況、担当者が専門スキルを獲得できるよ

うな環境作りを可能とすべきであろう。

ｅ）人材のバーチャル（遠隔）利用

地方における独自の人材育成には限界がある。

特に、特殊なスキル、高度な先端技術が求められ

る専門家の育成には時間がかかり、中央でも需要

が高い人材であるため、コスト面も含め調達は難

しい。

こうしたことを考慮し、ITなどを利用し、実

際には駆けつけられなくても遠隔での応援が可能

であるようなシステムを構築し、専門家を招致し

やすい環境を整備することが求められる。

ｆ）エコマネーの導入

労働（汗）の対価を得られる制度の導入により、

通常の貨幣価値とは異なるインセンティブを確保

し、ボランティア要員の獲得を確実なものとする

ことが求められる。

６．既存制度との整合性

田園情報社会構想は２０１５年頃のビジョンを描い

た構想である。したがって、まったく新たなコン

セプトとしてゼロからすべてを構築するのではな

く、既存の政府施策のなかにその芽を見つけ、活

用することが実現への近道となる。

そこで、ここでは、田園情報社会と密接な関係

があると思われる「ｅ－Japan戦略」「市町村合併」

「電子政府」を取り上げ、その延長線上に展開す

る際の課題を抽出するとともに、実現に向けた方

向性を検討する。

� ｅ－Japan戦略

政府は、ITの活用により日本の発展を促進さ

せることを目的に、急ピッチで体制づくりを進め

ている。まず、昨年７月に「情報通信技術（IT）

戦略本部」を創設。有識者２０名から構成される

「IT戦略会議」が設置され、「IT基本戦略」をと

りまとめた（２０００年１１月２７日）。同時に、第１５０回

国会において、「IT基本法（高度情報通信ネット

ワーク社会形成基本法）」が制定され、本年１月

６日に施行された。

①ｅ－Japan戦略

政府は「IT基本法」に基づき、総理大臣を本

部長とする新たなIT戦略本部（高度情報通信

ネットワーク社会推進戦略本部）を発足、５年

以内に世界最先端のIT国家になるという目標が

掲げられた「ｅ－Japan戦略」を決定した（２００１

年１月２２日）。
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同戦略では、「全ての国民がITのメリットを享

受できる社会」「経済構造の改革の推進と産業の

国際競争力の強化が実現された社会」「ゆとりと

豊かさを実感できる国民生活と個性的で豊かな活

力に満ちた地域社会が実現された社会」「地球規

模での高度情報通信ネットワーク社会の実現に向

けた国際貢献が行われる社会」の実現により、５

年以内に世界最先端のIT国家へ変貌することを

目標に掲げている。

ｅ－Japan戦略の課題としては、中高齢層と若

年層におけるITの修得能力の差、目標年限まで

の先進諸国、途上国のIT技術の進展、コミュニ

ティ間の競争問題、リアルコミュニティとネット

コミュニティの概念の確立、外国人技術者導入に

伴う潜在リスクの発生、国際貢献における知的所

有権や文化侵略問題などが新たな論点として浮上

しよう。

実現目標の社会 具体的な数値目標

・すべての国民がITのメリットを享受

・５年以内に３０００万世帯が高速ネット網に
常時接続
・５年以内に１０００万世帯が超高速ネット網
に常時接続

・すべての国民がネットを使いこなせる
・多様な情報・知識を世界的な規模で
入手・供用・発信できる

・経済構造改革の推進

・産業の国際競争力の強化

・ITの活用を通じた新規産業の創出
・ITの活用による既存産業の効率化
・経済構造の高度化

・国際競争力の強化
・持続的な経済成長と雇用の増大

・豊かさを実感できる国民生活

・個性豊かで活力に満ちた地域社会

・２００３年までに電子政府を実現
・２００３年までに電子商取引の市場規模を
７０兆円超に

・遠隔教育、遠隔医療の普及
・全ての国民がネットを通じて、必要とす
るサービスを受け、様々なコミュニティ
に参加できる

・地球規模での高度情報ネットワーク実
現への国際貢献

・IT関連修士、博士号取得者を増大させる
・２００３年までに外国人人材を受け入れる
・米国水準を上回る高度なIT技術者・研究
者が絶え間ない技術開発を行う環境の
実現

・情報通信技術の高度化、コンテンツの
発信による国際貢献

（図表４８） e－Japan戦略の概要と課題

課題

・若年層、幼年層へのIT教育
・操作が簡単なハードウェア、

OSの開発

・多言語変換システム
・英語の公用語化

・ゲームの理論に基づく先進
国、途上国の構造変化と
競合先の増大

・コミュニティへの参画制限
・コミュニティ間の差別化

・コミュニティ間の競争容認
・落伍コミュニティの支援

・受け入れ先の開発
・労働コストの上昇
・年金医療制度への影響

・知的所有権、文化的侵略
問題
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②ｅ－Japan重点計画

「ｅ－Japan重点計画」は、ｅ－Japan戦略を具

体化するために、政府が迅速かつ重点的に実施す

べき５つの施策を明示したものである（２００１年３

月２９日）。

ここでは、５つの重点分野それぞれにおける重

点計画と２００５年時点での姿が描かれている（図表

４９）。

重点計画では、ITを活用した効率的な社会を

構築する上で政府が実施すべき最低限の計画が描

かれているものの、こうしたものが整備された上

で、企業や地域住民が独自に確立し、獲得する市

場やメリットについては描かれていない。

すなわち、ｅ－Japan重点計画が推進されても、

今の社会構造が画期的に変化し、まったく異なる

生活が誕生するというわけではなく、今の延長線

（図表４９） e－Japan重点計画と２００５年の姿

重点施策分野 重点計画 ２００５年の姿

・世界最高水準の高度情
報通信ネットワークの
形成

・公正競争条件の整備
・超高速ネットワークインフラの形成
推進
・研究開発の推進
・放送のデジタル化の推進

・高画質映像の配信
・遠隔地でのイベントの参加
・立体映像を仕様したショッピング
・音楽ダウンロード、テレビ会議、遠隔在宅介護
・外出先からの家電操作
・携帯端末での高速ネットへのアクセス

・教育及び学習の振興な
らびに人材の育成

・学校教育の情報化
・IT学習機会の提供
・専門的な知識・技術を有する人材の
育成

・授業でのネット活用による自発的、創造的学習
・趣味の充実、社会形成への参画
・仕事の効率化、IT産業への就職を容易化
・大学での独創的な研究、多様な人材の輩出、最
先端技術の開発
・ネットコンテンツの日本での制作、世界へ配信

・電子商取引等の促進

・電子商取引阻害規制の見直し
・新たなルールの整備
・知的財産権の適正な保護および利用
・消費者保護
・中小企業のIT活用基盤の整備

・高額な取引を安心してネット上で取引可能
・迅速なビジネス展開
・知的財産保護の徹底
・魅力あるコンテンツのネット上での提供
・個人が安心して電子商取引を行える
・中小企業の半数のネット商取引参加

・行政の情報化および公
共分野における情報通
信技術の活用の推進

・国民、企業と行政との間の情報化
・行政の事務・事業の情報化
・科学技術・学術研究分野の情報化
・芸術・文化分野の情報化
・保健医療福祉分野の情報化
・雇用分野の情報化
・高度道路交通システムの推進
・環境分野の情報化
・地理情報システムの推進
・防災分野の情報化

・２４時間行政情報の観覧、申請、届け出等
・手続、手数料納付・政府調達
・文化財、美術品の情報の入手、利用可能
・電子カルテの普及、高い医療サービス
・ITSの普及

・高度情報通信ネット
ワークの安全および信
頼性の確保

・制度・基盤の整備
・政府部内の情報セキュリティ対策
・民間部門の情報セキュリティ対策、
普及啓発
・重要インフラのサイバーテロ対策
・研究開発、人材育成、国際連携

・プライバシー侵害やサービス停止の心配がない
・サイバーテロの有無に関わらず、重要インフラ
関連のサービスの安定的供給
・重要な情報システムのバックアップにより自然
災害リスクが除去される
・ハイテク犯罪への国際連携による対応
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上の多少便利な生活が達成されるにすぎないとい

う印象が強い。さらには、２００５年以降、IT環境

が整備された後には指数関数的に高度化するであ

ろう生活が描かれていない２）。

③ｅ－Japan重点計画と田園情報社会

一方、田園情報社会構想は、２０１０年から２０１５年

のビジョンを描いている。ここでは、市場原理に

従い、「個」に選択肢が帰着することが重要となる。

ｅ－Japan構想ではネット活用による効率的な

社会を是とするが、田園情報社会では、必ずしも

究極の効率性が保障されているものではない。ア

ナログとデジタルのどちらを使うか、リアルとバー

チャルのいずれを選択するかは「個」に決定権が

ある。すなわち、２０１０年の世界観では、巨大化し

たバーチャルな空間へのアクセシビリティを保障

するのではなく、実世界に対応し、情報が追いか

けてくるシステムを構築することを提唱している。

図表５０は、２００５年での達成が確認された

ｅ－Japan重点計画の主要項目と、２０１０～２０１５年で

の達成を目標とする田園情報社会構想を対比させ

たものである。

（図表５０） e－Japan構想と田園情報社会構想の目標

２００５年（ｅジャパン構想での実現内容） ２０１０年（田園情報都市での目標）

①
・高齢者、障害者も趣味に応じてコミュニティに参加
可能

・都市在住者が田園情報都市をサポートし、地域通貨
を蓄える

② ・全ての労働者がIT活用、仕事の効率の大幅向上
・効率良い仕事環境やツールを求めて、田園情報都市
を探訪

③ ・希望する職業への就職が容易になる
・求める人材を田園情報都市が指名。個人のスキルが
パーツ化される

④
・大学が地域産業や生涯学習の知的拠点として、人材
を輩出

・複数の地域と関わりを持ちつつ、人材育成と新陳代
謝を促進する

⑤
・人気アニメ等のコンテンツを多く輩出、ネットで全
世界配信

・欧米、アジア等のコンテンツ制作者の人材育成基地
となり、人を輸出

⑥
・知的財産権の保護の徹底、魅力あるコンテンツが
ネット提供

・一定期間経過後の知的財産権をコミュニティに寄付、
優遇税制適用

⑦
・個人情報の適切保護、消費者が安心してEC取引を実
施

・監視ボランティアが交替で巡回を行い健全なｅコ
ミュニティを維持

⑧ ・行政情報の電子化、２４時間、自宅・事務所より手続き
・電子自治体の所属先の配分を個人が選択可能、地域
育成に意志を持つ

⑨ ・公共分野の情報化、効率良い社会の実現 ・歩ける範囲での地域情報の細分化、情報の自動転送

⑩
・国境を越えた人材育成、国際連携、経済活動への取
り組み

・在外邦人へのサポート、外国人の名誉日本人として
の囲い込み

２）「ｅ－Japan２００２プログラム（平成１４年度IT重点施策に関する基本方針）」では「ｅ！プロジェクト」において、２００５年に実
現される世界最先端のIT国家イメージを国民（特にヘビーユーザーや来訪の外国人ビジネスマン）にわかりやすく示すため
の、最先端技術を実験的に投入することを提唱している。例えば、国際空港での無線LAN利用、多機能都市街区における超
高速ネット環境整備、モバイルを活用したショッピングモール、IT利用のマンションの展示販売、ITモデルハウスの提示、
さらには電子投票、電子申請、電子救急、教育のIT化などが掲げられている。



以下、田園情報社会構想のコンセプトを元に、

その実現のためにｅ－Japan重点計画の次の段階

として望まれる政策や課題を抽出したい。

ａ）弱者のコミュニティ参加

「高齢者、障害者が趣味に応じてコミュニティ

に参加可能」な社会とは、弱者がネットワークへ

アクセスする際のバリアが排除された社会を指す。

これらの達成には「ウェブ・アクセシビリティ」

を議論する必要がある。

ただし、「コミュニティ」の概念をどこまで広

げるか、リアルコミュニティとバーチャルコミュ

ニティの区別、さらには高度情報通信技術によっ

てリアルタイムでのバーチャル空間が実現した場

合、弱者にとってはさらにアクセシビリティが低

下、拡大するといった懸念も存在する。

「趣味に応じて」という生活の中での余力の部

分に範囲を限定しているのは、個人の選択にゆだ

ねることができるからであるが、趣味にかかるコ

ストをどう負担するかの議論も浮上してこよう。

こうしたことをふまえ、さらに国民の４人に１

人が６５才以上の社会が到来することを考えると、

２０１０年～２０１５年の社会では、弱者から健常者にそ

の範囲を拡大することが望まれる。

その第一段階として、都市在住者が任意のコ

ミュニティへ参画できるようにし、その財源と

して「地域通貨」を活用することが望ましい。田

園情報都市では、「都市在住者が（中央からもし

くは地方に滞在して）田園情報都市をサポートし、

地域通貨を蓄える」ことが可能な社会の実現を目

指すべきであろう。

ｂ）労働者の生産性向上

「全ての労働者がIT活用、仕事の効率を大幅

向上」する社会の実現は、それぞれの労働者の個

性やスキルを認め、個々の判断により最適な仕事

環境やツールを求め、移動することをサポートす

ることが望まれる。

「全ての労働者」という画一的な言葉で、基礎

となるIT環境の提供を行うフェーズ（２００５年）

から一歩前進し、知的生産性の高い労働者の育成

に全力を傾けることが必要となる。

また、ITを活用する人が増え、全ての労働者

の生産性が向上した場合、必ずしも労働者の生活

が楽になる（余暇が生まれ、報酬が増える）とは

限らない。

できるだけ少数の専門家が多くの知的労働に携

わることの方が、企業経営上はビジネスリスクが

小さいからである。結局、貧富の差が広がり、一

部のエリートと多くの単純労働者が増加すること

を潜在リスクとして認識し、その対処方法を検討

することが望まれる。

その解決方法として、代替手段を備えた社会の

実現が求められる。より少ない専門家が多忙な作

業を行ったとしても、それは企業側が短期集中型

で労働者の潜在能力を最大限に引き出すことであ

り、「使い捨て」を余儀なくされる。集中して仕

事をする時期と、余暇を楽しみ、次の仕事に向か

うための充電の時期とを交互に繰り返せる社会環

境を整備し、個々のリスクが一方的にどちらかに

振れてしまうネット社会の構造を中和することが

望ましい。

ｃ）就業機会の向上

「希望する職業への就職が容易になる」社会の

実現は容易ではない。今でも企業側が望むもっと

も基本的なスキルがITであることに変わりはな

いが、科学技術計算に関する基礎知識がなくても

コンピュータを動かせる時代は既に実現している。

むしろ、高度情報社会の実現後は、小さな政府

と僅かなエリートが中央に位置し、業務の大半は、

外部（特に地方のSOHOでネットワーク化された
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個人企業）に委託されることになる。

競争に耐えうる地方自治体は、それぞれ得意と

する業務やビジネスが存在するため、求める人材

を公募する形が登場する。

この時、個人のスキルが細分化され、パーツと

して利用可能な状況を作り出すことが重要になる。

そのためには、「ナレッジマネジメント」「知的所

有権」の議論が重要となる。また、ナレッジやス

キルを獲得するための「場」を意識的に提供可能

な「企業」をいかに創造するかを検討することが

望ましい。

ｄ）ナレッジの創造と供給

「大学が地域産業や生涯学習の知的拠点として

人材を輩出」する社会の実現は、第一段階として

のナレッジの供給拠点を大学に求め、産官学連携

を促進し、産業創造を促進する上では異論はない。

ただし、バーチャルな大学空間が登場し、国際

的なネットワークによってより密度の濃い高等教

育可能な環境が登場した場合の、単一拠点として

の地方大学の存在意義を再度検討することが望ま

れる。

例えば、地域大学間で連携を模索し、地域間で

の人材の移動を促進し、人材の新陳代謝が行える

フレーム作りを目指すことが、地方大学の生き残

りのための戦略となりうる。あるいは、一部高齢

者や障害者等の「弱者の活動拠点」としての「施

設」「機能」を整備し、図書館や病院、文化施設

としての役割を見直すことの方が現実的であると

いえる。

ｅ）コンテンツ市場でのイニシアチブ

「人気アニメ等のコンテンツを多く輩出、ネッ

トで全世界配信」できる社会の実現は、一部では

あるが既に実現している。機能が限定され、時間

がかかるものの、アナログ、デジタル双方をミッ

クスした状況での人気アニメのコンテンツ配信な

ども行われている。

ただし、技術的な問題として、知的財産権や大

容量での動画を配信可能な環境を作ったとしても、

メードイン・ジャパンとして取り扱われる可能性

は低い。アニメは文化であり、個々の国家の文化

戦略とも密接に関わっているため、影響力は極力

排除される。

エンドユーザーには、発信元が日本直接なのか、

第三国経由なのかは気にならない。さほど重要な

ことではないのである。これは、ウォークマン

（ソニー）が日本製であることを知らない海外

ユーザーが少なくないことからも理解できよう。

このことから、コンテンツを輩出するという段

階からさらに一歩進め、日本で良質なコンテンツ

を制作する技を学ぶことができる「人材育成基地」

としての機能を強化することがバーチャルな時代

の重要な産業政策として浮上する。そうした人材

供給基地には、自然と海外（特にアジア）の優秀

な人材が集まり、バリューチェーンを創造しつづ

ける上での好循環となる。

ｆ）知的財産権

「知的財産権の保護の徹底、魅力あるコンテン

ツがネット提供される」社会の実現は、一定期間

経過後では、コンテンツは全世界で利用可能にな

るため、あまり意味を持たない。

また、知的財産権で保護され、魅力あるコンテ

ンツを提供できた人たちは、勝者として讃えられ

るとともに、多くの税金を納めることを求められ

る。こうしたコンテンツ提供者は、いわばハイリ

スク・ハイリターンの中で生存し、飲まず食わず

の世界から、一転大金持ちの生活と人生を手に入

れることになる。

が、こうした成功者のなかには、後輩育成や地

域振興に貢献したいと考える人は少なくない。こ
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うした地域社会やニッチ市場での好循環を生み出

す上では、一定期間経過後の自らの知的財産権を

コミュニティ（バーチャル＆リアル）に提供した

人には優遇税制を適用できるなどの政策が望まれ

る。

ｇ）消費者信頼

「個人情報の適切保護、消費者が安心してEC

取引を実施」できる社会の実現は、政府と企業と

消費者（あるいは市民）の間での健全なやりとり

が基本となる。

電子商取引に関する施策提言を国際的な民間団

体という立場から行っているGBDe（電子商取引

に関する世界ビジネス会議）３）では、「消費者信

頼」なるワーキンググループにおいて、BtoCの

発展のためには、消費者に安心を与える要素であ

る「ADR（裁判外紛争処理）」「トラストマーク」

「個人データの保護」に関する提言の検討を行っ

ている。

GBDeの第３回東京会議（２００１年９月１４日）で

は、「個人情報のデータ保護」について、個人情

報以外の情報の収集による個人の特定、児童の個

人情報の収集、子会社への個人情報の転送、買収

時点での個人情報の取り扱いなどに関する企業側

からのガイドラインに関し、提言が行われている。

これは政府による過度の制約を受けるのではな

く、あくまで企業側が自主的に市場をリードでき

るというスタンスに立った企業側からの提言であ

る。こうした市場原理を維持した自由度の高い議

論には、政府関係者も一定の理解を示している。

ただし、国際的なネットワークに関するテロ行

為が拡大するなか、コミュニティにおける警察機

能の強化が叫ばれることになろう。

政府と企業が消費者（市民）を弱者として保護

する段階からさらに進め、消費者（市民）が自ら

監視ボランティアを組織化し、交代で巡回を行い

ながら、ｅコミュニティを監視し、健全なｅコ

ミュニティを維持するための政策を進めなくて

はならない。消費者保護には消費者自らが立ち上

がるという姿勢が重要となってくるものの、その

育成には時間を要するため、早い段階からの準備

が必要である。

ｈ）電子政府、電子自治体

「行政情報の電子化、２４時間、自宅事務所より

手続」が可能な社会の実現では、政府と市民の関

係を一対一で既定している。

電子政府、電子自治体での現時点での問題点と

しては、行政情報の電子化が企業、市民に与える

メリットを公開することが望まれる。例えば、電

子化が進むことで小さな政府が実現し、政府関連

サービスのランニングコストが削減されることや

各種申請や登録のコストが大幅に削減されること

などが挙げられる。

一方、電子政府、電子自治体を導入することに

由来するイニシャルコストやメンテナンスコスト

など、コスト負担に関する情報公開も望まれる。

こうしたことを２００５年までに実現した上で、電

子自治体への個人の所属に関し、柔軟な選択が可

能な環境を準備することが望まれよう。

個人が必要と思う地方自治体が生き残るという

仕組みが、既存の自治体改革でのインセンティブ

となる。

３）GBDe（電子商取引に関する世界ビジネス会議）は、日本、米国、EU、韓国、台湾、メキシコ、ベネズエラ、南アフリカ
の電子商取引に携わっている企業のCEOと役員で構成される会議。９９年より、政府関係者を巻き込む形で様々な議論を進
めている。その範囲は、消費者信頼、コンバージェンス、 文化的多様性、サイバー倫理、サイバーセキュリティ、デジタ
ルブリッジ、電子政府、知的財産権、インターネット決済、税制、貿易／WTOと多岐に渡る。



ｉ）クリック＆モルタル

「公共分野の情報化、効率良い社会」の実現は、

高齢化社会での高齢者、弱者に必ずしも心地良い

ものであるとは限らない。

歩ける範囲の地域情報の細分化など、情報化の

メリットをくみ取れるようにならなければ、単な

る役所の効率化（作業負担の軽減）のための措置

にしかならない。

情報化、電子化は社会システムの脆弱性を補う

ものであり、高度に効率化した社会では、可動範

囲ではアナログで必要とする情報を苦もなく入手

できることが望まれる。

一方、「いつでもどこでも」の世界が実現した

場合、個人が必要とする情報が絶えず自らの近く

に転送されることも望まれよう。

ｊ）国際貢献

「国境を越えた人材育成、国際連携、経済活動

の取り組み」を実現する社会は、従来、日本から

海外への国際貢献を前提としてきた。これを

ｅ－Japan構想では、国内への海外技術者の招聘

に伴う障壁の解消により、万人体制へと拡大した

い意向だ。このとき問題になるのは、IT専門家

を含む人材は引く手あまたであり、日本に来てく

れるという補償が何もないことだ。特に、欧米の

英語圏では日本語を学ぶということが他言語以上

に難しい。

こうしたことを考えると、国際貢献として受け

入れ可能な外国人には、帰国時に他のインセン

ティブを提供できることが望ましい。

そうした段階をふまえた上で、田園情報社会で

は、在外邦人のサポートと国内への求心力を回復

するとともに、外国人の一部を名誉日本人として

取り込む政策の検討が望まれる。

� 電子自治体

①移行期

初期段階での電子自治体の導入目的は、住民

サービスの向上を図ることである。居住地以外

の窓口や各種端末から２４時間申請、発行できるだ

けでなく、各種施設の許認可を受け付けることな

どが想定できる。端末操作は当然のことながら、

住民側に移行する。

自治体内においては、単に情報システムを通し

て既存コンテンツの電子化、自動化を図るだけで

はなく、電子自治体に対応したフラットで効率よ

い組織への変革、双方向に利用可能なコンテンツ

の整備や従来の概念にはないコンテンツの開発が

要求される。

こうした電子自治体への移行には、自治体破綻

につながる３つの問題が存在していることが指摘

されている（図表５１）。

②定着期

電子自治体の定着期においては、政府（中央政

府、地方政府、海外）、企業（大手企業、中小企

業、個人企業）、市民（弱者、家庭、外国人）な

ど、ステークホルダー（利害関係者）間のそれぞ

れのニーズと課題を把握し、調整することが求め

られる（図表５２）。

③応用期

究極の電子自治体では、「個」が地方自治体と

の関係をそれぞれの意志で選択する「裁量」を与

えることができるようになる。

自治体間では、隣接しない複数の自治体同士の

連携を模索することが容易となる。これを受け、

個人は、単に直接所属する自治体のみならず、間

接的に影響を受ける（関係が深い）自治体を選択

することが可能となる（図表５３）。
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（図表５１）電子自治体移行期に起こる問題

（資料）日経システムプロバイダ ２００１．２．１６号より日本総研作成

自治体破綻の恐れ�

�
　各自治体が確保できる予算と
人材によって、電子自治体のサー
ビス内容や質に差が生じる。さ
らに、そうした格差に関する情
報がネット上で露呈する。�
　自治体でも、都道府県レベル
と市町村レベルでの電子化が並
行して進まなければ、一元的な
サービスを受けられないといっ
た状況に陥る。�

�
　国の補助金や競争入札など
で、平均的なシステムが導入で
きたとしても、その後のシステ
ム運用や保守・点検、維持のた
めのコストが各自治体負担とな
る。財政的に厳しい自治体では
サービスの低下、税金の値上げ
などが起こりうる。�

�
　各自治体が個別にシステム導
入を行った後に、自治体の統合
計画（市町村合併等）が浮上し、
同時にシステム統合の必要性も
生じる。システムの再構築費用
がかさみ、結局は統合計画がと
ん挫、両自治体ともに破綻して
しまう。�

（図表５２）電子政府間での利害関係者の調整

世界（国際間）�

ローコスト�

評価体制の確立、公表�

複数言語への対応�

統一的な手続の実現�

国際基準の採用�

ワンストップ�

要望提示�

企業市民�

　　環境福祉医療�

アウトソージング�
政府調達の効率化�

弱者�大手企業�

外国人�家庭�中小企業� SOHO等�

政府�地方�

企業� 消費者／市民�

中央政府�
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④田園情報社会構想の実現に与える効果

電子自治体への移行により、「田園情報市民」

はそれぞれが所属する母体となる自治体から各種

情報を自由に持ち出す（あるいは転送する）こと

が可能となる。

ａ）電子自治体の立ち上げ

初期の段階では、移動を頻繁に行う「市民」は

中央在住であり、地方の「田園情報都市」はこれ

ら市民を迎え入れる立場にある。

市民は、「ボランティア活動を行う（エコマ

ネーを入手する）」「リラックスのために立ち寄

る（精神的なスキルを高める）」「短期的なアルバ

イト要員として雇用される（労働スキルを提供す

る）」「スキルアップを心がける（ナレッジをもら

（図表５３）電子自治体の応用

連携した自治体への貢献�

市町村合併�

隣接しない自治体同士の連携�

個人の意志に基づく貢献�

田園情報都市�自治体の範囲内での貢献�

必ずしも隣接することで�
メリットを得られるとは�
限らない�

（図表５４）初期段階の田園情報都市型電子自治体

顧客ニーズの取り込み�

地方�

首都圏�・先端情報に関心が強い�

・米国から学者を紹聘中�

自治体内のキラー・コンテンツの電子化� 情報発信、マーケティング�

顧客の利用状況の把握�

優良顧客の囲い込み�

特定分野での評判により�
専門家が多く利用。�
経験をノウハウとして蓄積�

電子自治体としての対応が早い自治体�

�

口コミ�

�

Ａ�

Ｅ� Ｈ�

Ｇ�
Ｆ�

Ｄ�

Ｃ�
Ｂ�
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う）」などの目的で「田園情報都市」を訪れる。

市民と田園の関係は一対一であるため、先に電子

自治体に移行し、エコマネーを整備し、システム

を作り上げた自治体ほど、成功する確率は高い。

迎え入れる側は、自らが整備している電子自治

体が供給可能なインフラ、コンテンツ、人材、臨

時に調達可能な専門家、得意とする分野、これま

でに同田園情報都市を利用した人達の実績、寄せ

られる効果に関する謝辞などをマーケティング

データベースに登録し、「市民」のニーズの掘り

起こしを試みる。

ｂ）電子自治体間の競争

先行する電子自治体の成功は、周辺自治体の電

子化への動きを刺激することとなる。この時、先

行する電子自治体は豊富な顧客情報と顧客への

サービス展開時の試行錯誤によって得られた経

験を元に、さらなるサービス（エコマネーの貯蓄

ポイントの加算、利用可能先の拡大、提供可能ス

キルの深堀）を模索し、田園間の連携、合併を検

討することになる。

一方、「市民」は競争が激しくなる「田園情報

都市市場」のなかから、自らの目的と人生の段階

に合致した場所を選択することになる（図表５５）。

ｃ）中央電子政府による管理

より高度に発達した段階では、中央政府がこう

した「市民」の「生産活動」「消費活動」を数値

化し、それぞれが支払うべき「税金」、得られる

であろう「エコマネー」などを精査し、「市民」

ならびにその「家族」「親族」などへの転用を認

める。

また、中央は不正を働く、あるいは破綻懸念の

ある「電子政府」を監視することなどにも取り組

むことになる（図表５６）。

� 「地域間連携の可能性」

地域間連携の可能性として様々な試みが行われ

ている。ここでは、権限委譲の受け入れ体制の整

備を目的とする「広域連合」、地方分権の受け皿

作りを目指す「市町村合併」、交通アクセスと情

報アクセスの機能向上による第三次産業の創造を

目指す「広域経済生活都市圏」を取り上げる。

①広域連合

広域連合は、様々な広域的なニーズに柔軟かつ

効率的に対応するとともに、権限委譲の受け入れ

体制を整備するため、平成７年６月から総務省

（旧自治省）により施行されているものである。

（図表５５）田園情報都市型電子自治体間の競争

地方�

首都圏�

競合�

蓄積したエコマネーのポイント加算�

蓄積したエコマネーの利用先としての他電子自治体の提示�

連携�

選択肢が増える�

没落�Ｅ�

Ｆ�
Ｇ�

Ｈ�

Ｂ�

Ａ� Ｄ�

Ｃ�
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平成１２年９月２７日現在、２７都道府県において、６８

広域連合（構成団体数６８０）が発足している。

広域連合への財政措置としては、特別交付税措

置として、１構成団体あたり７００万円を交付し、さ

らに広域計画に基づく公共施設の整備事業に対す

る地域総合整備事業債の充当率の嵩上げ（７５％を

８５％に）などを行っている。

広域連合では、より多角的な事務処理を通じて

広域的な行政目的を達成することが可能な仕組み

を採用している。具体的には、作成する広域計画

に関連する構成団体の事務を盛り込むことができ、

事務の実施について勧告を行うことができるとい

うものである。

既に「一部事務組合」が地域連合では広く活用

されているが、同組合がゴミ処理や消防など同一

事務を持ち寄り、共同処理するこを目的にしてい

るのに対し、広域連合では廃棄物処理の他に、介

護保険事務、ふるさと市町村計画の策定、老人

ホームの設置運営、公立大学の設置管理運営、

観光振興など、地域ごとのニーズを元に、権限委

譲の受け皿づくりが進められている。

②市町村合併

基礎的な自治体が合併することで強化されない

限り、権限委譲は困難との立場から市町村合併の

機運が高まっている。現在３２００ある市町村を１０００

程度に再編することが目標とされている。

図表５７は、総務省の研究会が合併後の人口規模

に着目して市町村合併の類型をまとめたものであ

る。

総務省の要請に基づき、２０００年中に３３の都道府

県が合併推進要綱をまとめたが、一種類のみを提

示した宮城県４）や、複数案を示した北海道、大

阪府など、対応はまちまちである。ただし、全体

（図表５６）田園情報都市型電子自治体における中央政府の役割

地方�

首都圏�

Ｅ�

Ｆ�
Ｇ�

Ｈ�

Ｂ�

Ａ� Ｄ�

Ｃ�

年間活動報告�
年
間
活
動
報
告�

中央政府　　　　　　精査と分配、再投資�

４）宮城県では、仙台市と川崎町を除いた６９自治体を生活圏ならびに効率的な行政サービスの提供という尺度で、１５自治体に区
分けする一案が示された。「中核都市創造型」「都市移行型」「ポテンシャル開花型」「連携進化型」など、自治体ごとの特徴
を考慮している。
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としては、名称は異なるものの、総務省の指針通

り、「政令市移行型」「中核市移行型」「市制移行

型」「広域行政発展型」「財政基盤強化型」などの

５分類に類型化できる。

一方、昨年１１月には、政令指定都市（人口５０万

人以上、都道府県並の権限、１２市５）が指定され

ている）、中核市（人口３０万人以上、１０００～２５００

項目の権限委譲、要件を満たすのは３４市、うち２７

市が指定）に続き、特例市（人口２０万以上、２０項

目の権限委譲）が創設された。対象は全国で５９市

あるものの、半数以上は権限委譲が不十分として、

移行するかどうかの判断をしていない。

（図表５７） 市町村合併の類型

（資料）総務省ホームページより日本総研作成

想定される典型的な地域 合併を通じて実現すべき目標

人口５０万人超

・複数の地方中核都市が隣接している場合
・大都市圏において、複数の中規模の市が
隣接している場合

・経済圏の確立
・土木行政等の充実
・大都市圏における一極集中の是正
・政令指定都市への移行による県も含めた
イメージアップ

人口２０万人・３０万人程度

・地方中核都市と周辺の町村で一つの生活
圏を形成している場合
・大都市圏において、市街地が練たんした
複数の小面積の市が隣接している場合

・都市計画、環境保全行政等の充実、保健
所の設置など
・高次都市機能の集積
・急激な人口増加への広域的な対応
・県土全体の発展の中核となる都市の育成
・中核市・特例市への移行によるイメージ
アップ

人口１０万人前後

・地方圏において、人口の少ない市と周辺
の町村で一つの生活圏を形成している場
合
・大都市周辺において、人口の少ない市町
村が隣接している場合

・高等学校の設置や一般廃棄物の処理（焼
却）など一定水準の質を有する行政サー
ビスの提供
・県下第２、第３の都市の育成による県土
の均衡ある発展

人口５万人前後

・地方圏において、隣接している町村で一
つの生活圏を形成している場合

・福祉施設等の充実（福祉事務所の設置な
ど）
・グレードの高い公共施設の整備
・計画的な都市化による圏域全体の発展
・市制施行によるイメージアップ

人口１万人～２万人程度

・中山間地域において、同一の谷筋でのま
とまりなど、複数の町村が隣接している
場合
・離島が複数の市町村により構成されてい
る場合

・適切かつ効率的な基幹的サービスの提供

５）２００１年５月に誕生したさいたま市は、合併後２年以内の政令指定都市移行を目標に準備中。７月、「さいたま市行政区画審
議会」を設置し、「行政区画の編成及び区役所の位置」について、審議を行っている。
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③「広域経済生活都市圏」

旧国土庁が平成１１年度に実施した地方都市振興

方策に関する調査６）では、ミニマム基準として

６０万人が妥当であると示唆されている。

同調査では、２１世紀の地方産業振興の基本的方

向性として、２つの活性化、すなわち「第三次産

業の活性化」と「ベンチャー創業の活性化」を検

討。これらを実現する上で有効な施策として地域

の市場性の強化があるとしている。

地域市場の強化のために、都市圏統合を果たす

ことが望まれ、人口６０万人に到達していない都市

圏はそもそも地域的には自立的な経済発展が望め

ないため、ミニマム基準を６０万人にすべきだと主

張した。この根拠としては、「人口が少ない」こ

６）「街づくりによる地方都市振興方策調査」。同調査では、地勢的単位として、生活者や地元企業の日常的な行動に裏打ちさ
れた広域都市圏を採用し、その具体的な範囲として、「’９９民力（朝日新聞社）」のエリア概念を利用した。現在の日本には
最大である東京首都圏（３１８３万人）から最小の宗谷圏（９万８０００人）まで、計１０９の広域首都圏が存在する。

（図表５８） 政令指定都市、中核都市、特例市の概要

（資料）各種報道資料より日本総研作成

政令指定都市 中核市 特例市

要件 ●政令で指定する人口５０万人以
上の市
●都道府県並みの権限

●政令で指定する人口３０万人以
上、面積１００平方キロメート
ル以上の市
●人口５０万人未満の場合にあっ
ては、当該地域における中核
性（昼夜間人口比率が１００を
超えること）
●都道府県から１０００～２５００項目
の権限移譲

●政令で指定する人口２０万人以
上の市（平成１２年４月１日か
ら制度施行）
●都道府県から２０項目の権限
移譲

対象都市 大阪、名古屋、京都、横浜、
神戸、北九州、札幌、川崎、
福岡、広島、仙台、千葉
（指定順）

計１２市

（平成８年度）新潟、宇都宮、富
山、金沢、岐阜、静岡、浜松、
堺、姫路、岡山、熊本、鹿児島
（平成９年度）秋田、郡山、和歌
山、長崎、大分
（平成１０年度）豊田、福山、高知、
宮崎
（平成１１年度）いわき、長野、豊
橋、高松
（平成１２年度）旭川、松山

計２７市
要件を満たしている市は
八王子、倉敷
要件の見直しで対象となる市は　　
川越、横須賀、岡崎、高槻、
奈良

計７市
（合計３４市）

（平成１２年１１月１日移行）
函館、盛岡、小田原、大和、福
井、甲府、松本、沼津、四日市、
呉
（平成１３年４月移行）
八戸、山形、水戸、前橋、高崎、
川口、平塚、清水、富士、春日
井、大津、豊中、枚方、茨木、
吹田、八尾、寝屋川、尼崎、久
留米、佐世保

計３０市
要件を満たしている市は
青森、福島、浦和、大宮、所
沢、春日部、上尾、草加、越
谷、市川、船橋、松戸、柏、
市原、府中、町田、藤沢、茅
ケ崎、相模原、厚木、一宮、
東大阪、明石、西宮、加古川、
宝塚、下関、徳島、那覇

計２９市
（合計５９市）
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とが「消費量が少ない」ことを誘発し、「第三次

産業の衰退」「雇用の減少」「人口の流出」「さら

なる人口の減少」という悪循環を生んでしまうと

指摘されている。

ただし、規模の追求が生活の質の向上を目指す

今の時代に逆行することや、広域都市圏の中心部

に人口が集中し、域内での過密と過疎を生み出す

だけになる危険性がないわけではないと認識され

ている。これについては、適切な域内都市計画が

あれば、広域都市圏内部での都市部の多極化と、

各都市部の周辺での郊外地域、自然地域が広がる

重層的な構造も可能としている。

図表５９は、同報告書において指摘された実現の

ための５つのポイントに加筆したものである。広

域経済生活都市圏では「交通アクセス」と「情報

アクセス」を確保することが主要命題となる。こ

れを押し進めるための国による「コーディネート

機能」と地方自らの「プロデュース機能」、周辺

地域との合意形成プロセスを目的とした「地域ア

イデンティティ形成機能」などが求められる。

④田園情報社会構想への影響

・初期段階（隣接区域との連携）

中央の中の地方も含めた地方間の競争を促進す

る上で、地域そのものが一定の規模を有すること

が生存への最低条件となることが地域間連携の出

発点となっている。

その意味では、地方分権のためのひとつの考え

方としての旧国土庁の試算、即ち、６０万人を最低

単位とする手法は検討するに値する。

ただし、個々の田園情報都市は、必ずしも大き

な都市である必要はない。一定規模のインフラを

有するならば、「規模の効果で都市間の序列が決

定する」という２０世紀的な競争からの脱皮を図ら

なければならない。

効率的な情報システムと輸送システムさえあれ

ば、田園情報都市が自らの特徴を活かし、滞留す

る「中央からの市民」を対象にした次世代ビジネ

（図表５９）広域経済生活都市圏実現の５つのポイント

出所：平成１１年度「街づくり」による地方都市振興方策調査　国土庁より日本総研加筆修正
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スを展開することにより、田園情報都市としての

存在意義を打ち出すことができるからである。

初期段階の地域間連携で考慮すべきは、地元志

向が強すぎて、自らのアイデンティティの崩壊を

恐れることであろう。アイデンティティが精神的

な、過去からの蓄積であるならば、まったく異な

る次世代の価値観を創造し、これらに打ち勝つこ

とが求められよう。

そのためには、地域連携の完成により、地元住

民に新たなインセンティブが与えられるような戦

略の検討が望まれる。この時、問題となるのが、

往々にして、２つの地域の境が山間部にあり、有

効な施設が見あたらないということだ。しかし、

よくよく考えると、今でも大規模な施設を構築し

ようとするならば、過疎の敷地に余裕のある場所

を等価交換で調達することが多く、地域間連携で

のデメリットとさほど変わらない状況にあるので

はなかろうか。

もう一つの考え方は、情報通信のバーチャル性

を利用し、第三の拠点に住民が期待を寄せるよう

なものをつくることである。

輸送システムについては、連携した地域間を万

遍なく輸送するのではなく、主要空港や繁華街と

の間のシャトルバスの運行など、週末での人の流

れを考慮し、孤立させないことの方が重要となる。

・中長期段階（戦略的連携）

隣接する地域間の連携が完了すると、地域間で

の競争が激しくなる。中央からの人材の移動を誘

発し、自らの地域に誘致する動きが増えてくる。

最小単位で動く「田園情報都市」は自らが不得

手とするインフラ（人材、システム、情報、コン

テンツ、顧客データベースなど）の獲得に向け、

他地域との戦略的な連携を模索する。

より強力な田園情報都市は、自らが他地域を制

御し、イニシアチブを取りつつ連携（買収）する

動きを模索することになる。

こうしたことを繰り返すなかで、中央政府は小

さな政府を標榜し、地方分権が促進されることに

なる。この時点で、中央政府は、人口６０万人以上

に達した田園情報都市にミニマムアクセスを補償

し、また不必要に他田園情報都市を買収・拡大し、

規模の効果を狙う自治体に対し、一定の監視と制

限を加えることのみに集中するようになることが

考えられる。

８．まとめ

これまで述べてきたように、「田園情報社会」

構想は、日本に居住する全ての人の個性が尊重さ

れ、自らの望む方向への軌道修正を図ることがで

きる社会を目指すものである。田園情報社会の実

現により、中央への一局集中が是正され、従来と

は異なる優位性、市場創造が可能となるのである。

本稿では、そのための基本的な考えをとりまと

めた。

� 田園情報都市の一日

「田園情報社会」が実現した場合の、人々の暮

らしやビジネススタイルの一例を以下に描いてみ

た。

①Ａさんの場合

台風３０号の影響で被災したＢ地区をサポートす

るため、災害対策に特化された田園情報都市にて

ボランティア活動を行っている。期間は２週間。

実際に田園情報都市に出向き、ｅキャッシュとし

て寄せられてくる各種義捐金を義捐金計算DB上

で集計し、それぞれの被災家庭、自治体の各口座

に振り込む作業だ。それだけならば、現地に行く

必要はないが、被災地向けに送付される各種救援

物資の整理、さらにはサポート地点における「災

害サポート・マネジメント」を学習するために訪

郵政研究所月報 ２００１．１１ 134



135 郵政研究所月報 ２００１．１１

れている。

ボランティアの部分は、エコ通貨として蓄える

ことにより、自らが居住する首都圏での地震リス

ク向け保険の長期割引を補填することにしている。

「災害サポートマネジメント学」については、

バーチャル大学院の実習に際し、認定単位とされ

ている。

②Ｂさんの場合

高齢者マーケティングの基礎調査のため、Ｄ地

区を訪れている。ここは、高齢者介護が発達して

いた関係で、高齢者を介護する中高年が多数ボラ

ンティアとしてエコ通貨を蓄えていたが、近年

ウェブマーケティングに強いＦ地区と提携し、

高齢者マーケティングのコンサルティングに進出。

脚光を浴びている。おおよそ３ヶ月滞在し、自ら

のチームが設計したプロトタイプの介護ロボット

の使い勝手をテストしてもらうことにしている。

Ｄ地区では、介護ロボットが介護補助を行うと

ともに、その使用評価テストの結果がＦ地区の解

析データベースで分析され、Ｄ地区が編集する

マーケティング専用ウェブサイトにて、アジア

地区にその性能テストの結果が配信される予定で

ある。

性能テストの結果が良ければ、Ｄ地区は抱えて

いる顧客データベースを通して、介護ロボットの

販売を手伝ってくれるという契約を別途結んでい

る。

③Ｃさんの場合

３年がかりのプロジェクトが当初の目標通りに

終了し、半年の休暇を得ることが出来た。プロ

ジェクトの参加前に、転職の斡旋を受け持つＧ

地区を通し、自らの転職希望を告げていた。この

３年間、Ｇ地区からは、３年後のスキル目標とオ

ファーが出ている業種名などのリストを受け取っ

ている。

足りないスキルについては、週末と夏期休暇を

利用し、Ｈ地区にて研修を受けてきた。

こうしたことを通し、転職にはよい感触を得て
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�
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（図表６０）田園情報社会の全体像



いるが、大型プロジェクトでの成功体験が評判を

呼び、現在居る会社が昇進の機会を与えると言い

出した。リフレッシュするためにも、リフレッ

シュ専門のＪ地区に滞在し、さらにマネジャー

としてのスキルを獲得する上での大学院大学に通

学することを認めるという。

Ｊ地区の大学院大学はリゾート地にあり、通常

２年かかるコースを、実務を考慮し、１年に短縮

するとともに、昼夜問わず集中して受講した学生

を半年で卒業させることでも有名だ。

④Ｄさんの場合

大都市が好きで、しばらくここを離れる気はな

い。ただし、ボランティアを兼ね、Ｋ地区の次世

代ナレッジマネジメントシステムの開発に携わっ

ている。

ボランティアの場合、企業の兼業規定に抵触し

ないとの法律が最近施行されたばかりだ。

開発に成功すると、Ｋ地区の開発会社は上場を

果たすが、Ｄさんにはストックオプションは存在

しない。その代わり、Ｋ地区が提携するＤ地区に

おいてこれから２世代に渡り、優先的介護を受け

ることができる。

ＤさんはそれをＫ地区内で暮らすＤさんの両親

と自らの今後のために使おうと考えている。

� 新たな社会への期待

田園情報社会は、高齢・少子化での外国人労働

者や高齢者、いったん退職した女性の社会進出を

促すなかで、必ずしも「競争」や「貨幣収入」を

「絶対的価値観」としない社会を目指すものであ

る。

高度に効率良い画一的な社会では、何らかの理

由でいったん競争の仕組みから除外された者が立

ち直れる可能性は低いが、田園情報社会では、そ

れぞれの個性や技能を活用できるようになる。

個々の人生観や競争のスピード、競争の条件を

考慮した地域社会が成立する「田園情報社会」に

より、国家としてのキャパシティが育まれ、日本

の国力が回復することを期待したい。
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